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研究 成果の 概要（ 和文）： 本研究 は 、 グロ ー バ ル 経済下で の 農業部門に お け る 知的財産権の 重要

性と そ れ を 活か した 生産・ 販売戦略に 果た す 生産者ネットワ ー クの 役割 に つ い て 考察した 。 知

的財産権を 活用した 農産物の 生産－ 流通－ 販売体制の 確 立は 、 生産者と 苗木業者、 輸出・ 販売

業者ら が 連携し、 農産物の 供給 量や 価格 を 調整す る こ と で 、 互い の 利益 を 確 保で き る よ う な仕

組みを 構築す る も の で あ っ た 。 こ う した 仕組みを 日本に 合っ た 形に 応用して い く こ と は 、 日本

農業に お け る 育 種戦略や 農産物の 高品質性を よ り 強化さ せ る 上で も 重要な意 味を 有して い る と

い え る 。

研究 成果の 概要（ 英 文）： The purpose of this study is to discuss the possibility of 
intellectual property rights in Japanese agricultural sector and global network of 
farmers. The production and sale system of farm products protected by intellectual
property rights helps build a structure that can secure profits through the adjustment 
of prices and supply of such products by persons who have the right to produce and sell 
them. It is therefore important for Japanese agricultural sector to apply such a system 
in order to enhance the breeding strategy of farm products and maintain their high quality.
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１． 研究 開始当初の 背景
（ １） 課題設定
グロ ー バ ル な農産物流通が 進展す る なか 、
日本で は 国産の 優良品種の 苗木が 国外に 持
ち 出さ れ 、 品種を 開発した 者（ 育 成者） に 無
断で 栽培さ れ 、 品種登録して い る 国内産地や
国が 、 他国や 他国の 農場に 対して 抗議 や 提訴

す る と い っ た 事態が 多発して い る 。 こ う した
問題は 、 日本農業お よ び 産地の 存続を 考え て
い く 上で 、 単に 農産物の 生産や 販売方法と い
っ た 側面に と ど ま ら ず 、 品種の 生産・ 管 理の
あ り 方に つ い て も グロ ー バ ル なスケー ル で
対策や 戦略を 考え て い く 必要が あ る こ と 、 そ
して 他の 産業ほ ど 厳密で は なか っ た 農業部



門に お け る 知的財産権１）の 在り 方を 考察す る
必要性を 示して い る 。
知的財産権に 代表さ れ る 一 定の ル ー ル （ 制
度） を 利用して 品種を 保護す る こ と は 、 そ の
品種の 生産・ 販売の 優位 性が 担保さ れ る こ と
に つ なが る 。 農業生産の 空間 的展開や 農産物
流通に 関 心を 向け て き た 地理学に お い て も 、
グロ ー バ ル スケー ル で の 食料生産と 「 制度」
の 関 わ り や 品種の 保護、 知的財産戦略に つ い
て 整理し、 検討す る 段階に き て い る と い え る 。

注
１）知的財産権と は 、特許権、実用新案 権、
意 匠権、 著作権、 商標権、 育 成者権、 そ
の 他の 知的財産に 関 して 法令に よ り 定
め ら れ た 権利又は 法律上保護さ れ る 利
益 に 係る 権利に よ り 構成さ れ て い る 。 な
か で も 、 育 成者権と は 、 植物の 新た な品
種に 対し与え ら れ る 権利の こ と で あ る 。
植物の 新品種の 保護を 定め た 種苗法の
第 条第 項に は 、 花や 農産物など の
新た な品種を 育 成した 者は 、 そ の 新品種
を 登録す る こ と で 、 登録品種等を 業と し
て 利用す る 権利を 専有す る 旨が 定め ら
れ て い る 。

（ ２ ） 先行研究 の 問題点
地理学お よ び 隣接分野に お け る 果樹の 品
種に 関 す る 研究 と して は 、 こ れ ま で 新品種の
普及 や 産地化、 差別化に よ る 有利販売、 栽培
技術の 確 立と い っ た 側面か ら の 研究 が 中心
で あ っ た 。 こ れ ら の 研究 は 、 品種の 面的な拡
大や 販売戦略、 農家の 意 思決定の プ ロ セスと
そ れ に 与え る 影 響を 考察す る 上で は 一 定の
貢献を した 。 しか し、 優良品種の 普及 は 、 消
費者へ の 供給 量を 充分に 確 保す る と い う 観
点か ら は 重要で あ る も の の 、 品種の 画一 化や
供給 過剰を 促し、 そ の 品種の 商品価値を 短命
なも の に して しま う 危 険性を 孕ん で い た 。 こ
の こ と は 、 国外へ の 優良品種の 苗木の 違法流
出の 問題に も 共通して お り 、 優良品種の 管 理
お よ び 保護の 体制に 焦点を あ て た 研究 を 確
立す る 緊急 性と 重要性を 示して い る 。
一 方で 、 生物を 遺伝的に 改良す る こ と の 理
論･技術に 関 す る 研究 を 行う 育 種学の 研究 成
果と して は 、 国内の 品種保護制度と UPOV 条
約に つ い て 論じ た 山田（ 1999） や 違法に 持ち
出さ れ た 品種が 国内に 流入す る の を 防ぐ た
め DNA を 用い た 品種識別技術の 有効性を 論じ
た 丸 山（ 2003） など が 挙げ ら れ る 。 種を 守る
と い う 観 点か ら の 研究 で あ る た め 、 権利と し
て 保護す る 仕組みや 品種の 識別技術に 関 す
る 議 論が 中心で あ り 、 知的財産と して の 農産
物の 品種を 保護す る こ と が 、 産地や 生産者に
と っ て ど の よ う な意 味を も つ の か 、 グロ ー バ
ル 市場の 中で の 青果物流通に ど う い っ た 影
響を も た ら す こ と に なる の か に つ い て は 、 考

察が 及 ん で い ない 。
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２ ． 研究 の 目的
先行研究 の 検討を 踏ま え 、 本研究 は 、 登録
生産者の みが 栽培・ 販売を 許さ れ る クラ ブ 制
に よ る リ ン ゴ生産の 取り 組みを 検証す る こ
と で 、 農業部門に お け る 知的財産権の 強化と
そ の 「 担い 手」 と なる 生産者ネットワ ー クの
役割 に つ い て 考察す る 。
事例と して は 、 世界的に 栽培が 進め ら れ る
リ ン ゴ品種「 Cripps Pink」 の 商標「 ピ ン ク
レ ディ ー 」 を 管 理す る オー ストラ リ ア の 生産
者協会（ APAL） お よ び 各国の 協会を 統括 す る
国際ピ ン クレ ディ ー 連盟（ IPLA）、 日本ピ ン
クレ ディ ー 協会を 取り 上げ る 。
「 Cripps Pink」 は 、 西オー ストラ リ ア 州
の 研究 機 関 が 1970 年代に 開発した 品種で あ
る （ Corrigan et al., 1997）。 品種の 育 成者
権は 西オー ストラ リ ア 州農業・ 食品省（ DAWA）
が 有して お り 、「 ピ ン クレ ディ ー 」 と い う 商
標の 下で 販売さ れ て い る 。 商標の 使用に 関 し
て は 、 オー ストラ リ ア の 生産者協会（ APAL）
が 管 理して お り 、 他国の 農業関 係者が 生産・
販売す る 際に は 、 そ の 国の 協会を 通じ APAL
に 一 定の ロ イ ヤ ル ティ ー を 支払う 必要が あ
る 。 こ の た め 、 国ご と に 生産者や 苗木業者は
組織化し、 APAL と 契約を 結ん で い る 。 現在、
ヨ ー ロ ッパ を は じ め ニュ ー ジー ラ ン ド、 南ア
フ リ カ共和国、 日本、 チリ 、 ウ ル グア イ など
で 協会が 設立さ れ て い る 。 研究 代表者は 先に
「 ピ ン クレ ディ ー 」 の 日本国内で の ラ イ セン
シー を 有す る 日本ピ ン クレ ディ ー 協会会長
及 び 会員 に 対して 調査を 行っ た （ 林， 2009）。
そ れ に よ る と 、 日本で は 、 2005年2月に 長
野県内の 苗木業者が 契約を 結び 、翌2006年 3
月に 同県の 生産者に よ っ て 企 業組合「 日本ピ
ン クレ ディ ー 協会」 が 設立さ れ た 。 日本ピ ン
クレ ディ ー 協会の 母体は 、 長野県果樹研究 会
青年部の 生産者で あ る 。 彼ら は 、 定期 的に 研
修会を 行い 、 互い の 生産技術の 向上に 努め て
き た 。 さ ら に 、 数度に わ た る 海外研修の 実施
や 世界 13 か 国の 農業関 係者を 集め た 「 世界
り ん ご 交流会（ 1997 年）」 の 開催は 、 広い 視
野か ら 果樹農業の 振興を 模索して き た 彼ら
の 活動の 積極さ を 示して い る 。 こ う した 活動
を 通じ 、 40歳前後で 構成さ れ て い た 青年部の
リ ー ダー Ｎ 氏（ 安 曇野市在住） を 中心に 、 海
外で 広く 栽培さ れ て い る 「 ピ ン クレ ディ ー 」
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の 栽培に 関 心を も ち 、 APAL と の 交渉を 始め た
の が 協会設立の 契機 で あ る 。
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３ ． 研究 の 方法
（ １） 2010年度
1年目と なる 2010年度は グロ ー バ ル な視野
か ら 農業分野に お け る 「 知的財産権」 強化の
方法を 探る べ く 、 IPLA総会へ の 出席（ 参与観
察） と IPLA お よ び APAL 関 係者へ の 聞き 取り
を 実施す る と と も に 、 国内外の 研究 動向の レ
ビ ュ ー を 行っ た 。
市町村や 都道府県と い っ た 地理的範囲 を
越 え た 生産者の 連携（ ネットワ ー ク化） の 事
例は 日本に お い て も 数多く みら れ る が 、 国を
越 え た 規 模で 連携・ 協力し、 交流を 図る 組織
の あ り 方は 、 産地振興と は ま た 異 なる 軸を 農
業政策に 与え る も の と い え 、 非常に 興味深い
も の で あ っ た 。
本調査を 通じ て 、 こ れ ま で の 日本国内の 生
産者へ の 聞き 取り だ け で は 具 体的に 把握 が
困難で あ っ た 世界規 模の 「 ピ ン クレ ディ ー 」
生産の 現状及 び 流通・ マ ー ケティ ン グ戦略に
つ い て 理解を 深め る こ と が で き た 。 ま た 、 そ
れ を 補足す る 統計や 関 連資料を 入手した 。
しか しなが ら 、 知的財産権に 関 わ る 研究 動
向の 整理や 各組織の 戦略や 対応に つ い て の
分析は 進ん だ も の の 、 海外に お け る 「 ピ ン ク
レ ディ ー 」 に ま つ わ る ア クター 間 の 関 係性や
生産者同士の つ なが り に つ い て は 十分に 研
究 を 進め る こ と が で き なか っ た 。 こ の 要因 と
して は 、 各協会の 代表者レ ベ ル で は 国を 越 え
た 繋が り が 確 認で き る も の の 、 そ れ よ り 下位
レ ベ ル （ 生産者や 農場単位 ） で みる と 、 当初
に 想定して い た 仮説に 比べ て 、 そ れ ほ ど 密接
なネットワ ー ク構造が 存在しなか っ た こ と
が 挙げ ら れ る 。 こ の た め 、 研究 課題に 挙げ て
い る 「 知的財産権」 の 強化と ネットワ ー ク型
農業の 可能性の なか で も 「 知的財産権」 の 強
化に 力点を 置く 研究 へ と 修正が 必要と なっ
た 。

（ ２ ） 2011年度
最終年と なる 2011年度は 、 ①食料・ 農業
部門に お け る 知的財産権（ 育 成者権・ 商標権）
に 関 す る 文献研究 と ②IPLA・ APAL に みる 知財

戦略お よ び 日本ピ ン クレ ディ ー 協会の 現状
分析に 関 す る 調査を 行っ た 。
①に つ い て は 、 英 文を 中心と した 国際誌や
海外の クラ ブ 制を 採用す る 組織・ 団体の ア ニ
ュ ア ル レ ポ ー トを 分析した 。 ま た 、 ②に つ い
て は 、 申請時の 研究 実施計画で は 海外調査を
含 め た も の と なっ て い た が 、 昨年度の 国際ピ
ン クレ ディ ー 連盟総会の 日本開催を 受け 、 そ
の 際に APAL 幹 部や 農園 主へ の ヒ ア リ ン グと
情報収集が 円 滑に 進ん だ た め 、 当初の 予定を
変更し、 IPLA や APAL、 クラ ブ 制に 関 す る 文
献研究 と 日本で の ピ ン クレ ディ ー 協会事務
局お よ び 関 係者へ の 継続的な聞き 取り を 調
査の 中心に 置く こ と に した 。
聞き 取り お よ び 文献研究 か ら 、 権利侵害へ
の 対応の 実態や 知的財産権の 侵害に 対して
意 識の 低い 途上国の 生産・ 流通業者を ど の よ
う に 共通の ル ー ル の 下に 取り 込ん で い く の
か に つ い て の 実践的な対応策を 理解す る こ
と が で き た 。
なお 、 本研究 の 成果を ま と め た 論文の 執
筆・ 刊行を 進め て い く こ と が 今後の 課題で あ
る 。

４． 研究 成果
（ １）「 ピ ン クレ ディ ー 」 生産の 動向
クラ ブ 制と は 生産者と 流通業者、 苗木生産
者が 連携し、 グル ー プ 内で 知的財産（ 育 成者
権と 商標権） を 利用した 契約を 結び 、 生産・
流通を コン トロ ー ル し、 そ れ に よ っ て 得ら れ
た 利益 の 一 部を マ ー ケティ ン グや ブ ラ ン ド
防衛 に 用い る こ と で 高い 付加価値の 維 持を
図る システム で あ る 。
「 ピ ン クレ ディ ー 」 で は 、 品種が 開発さ れ
た オー ストラ リ ア 以 外の 国で の 生産お よ び
商標を 用い た 販売の ラ イ セン シー は 、 当該国
の 種苗・ 苗木業者組織や ピ ン クレ ディ ー 協会
が 有して い る 。 現在、「 ピ ン クレ ディ ー 」 の
生産は 世界各地に 広が っ て お り 、 2006年の 世
界リ ン ゴ生産量の 約 1.5％ を 占め て い る 。 な
お 、 栽培面積お よ び 生産量は 現在も 増加して
お り 、 2011 年の 「 Cripps Pink」 お よ び そ の
突然変異（ mutations）の 生産量は 約520,000t、
栽培面積は 17,000ha に 上る（ IPLA資料）。「 ピ
ン クレ ディ ー 」 の 最大の 消費地で あ る ヨ ー ロ
ッパ で は 、 こ の う ち の 22％ （ 3,800ha） を 栽
培して い る 。 ま た 、 2010 年～ 2011 年に か け
て ヨ ー ロ ッパ に お い て 供給 さ れ た 「 ピ ン クレ
ディ ー 」 の 生産地は 、 北半球 が 112,102t
（ 66％ ） で 、 南半球 か ら の も の が 58,722t
（ 34％ ） と なっ て い る 。 南半球 か ら ヨ ー ロ ッ
パ へ の 輸出量は チリ が 最大（ 28,802t） で 、
南ア フ リ カ共和国（ 13,271t）、 ニュ ー ジー ラ
ン ド（ 7,123t） と 続く 。 ま た 、 IPLA の 通常総
会資料に よ れ ば 、 イ ギリ ス国内で は 「 ピ ン ク
レ ディ ー 」 の 栽培は 行わ れ て い ない も の の 、
南ア メ リ カなど か ら 相当量を 輸入して お り 、



イ ギリ ス市場で の 流通量の 1 割 近く （ 8.6％ ：
2010年） を 占め て い る 。
さ ら に 、 原産国の オー ストラ リ ア で は 、 品
種別生産量（ 2008年） に お い て 「 ピ ン クレ デ
ィ ー 」 が 「 グラ ニー スミ ス」 を 抑え て 最大の
生産量（ 60,487t） と なっ て お り 、 主要品種
と して の 地位 を 確 立して い る こ と が わ か る 。

（ ２ ） APAL の 海外戦略
Coregeo Australia （ APAL内で 「 ピ ン クレ
ディ ー 」 の 商標使用を 管 理す る 事業部）で は 、
欧米に 比べ て 小規 模な生産者が 多く 、 新品種
の 導入に 慎重な日本に お い て 「 ピ ン クレ ディ
ー 」 の ラ イ セン ス契約が 確 立した 要因 を 以 下
の よ う に 分析して い る 。
す なわ ち 、 日本市場の 中心品種で あ る 「 ふ
じ 」 に 取っ て 代わ る も の で は ない と い う 特性
を 生産者が 理解す る と と も に 、 市場に お い て
予想以 上に 高く 評価さ れ た こ と と そ れ に よ
っ て 、 生産者が 当初の 会員 で あ る 長野県内か
ら 他県へ と 拡大して い っ た こ と が 大き な意
味を も っ た と して い る 。 こ の 点を 評価す る と
と も に 、 今後は 韓 国に お い て も 日本と 同様の
方法で 生産を 展開して い き た い 方針を 示し
て い る 。
ま た 、 権利侵害に 対して は 、 例え ば 、 既 に
多く の 苗木が 植え ら れ 、 生産・ 販売が 行わ れ
て い る 中国で は 、 中国の 業者に 対して 「 ピ ン
クレ ディ ー 」 の 中国国内で の 管 理に つ い て 話
し合い を 行っ て い る 。 一 方で 、 中国の 生産者
に 対して は 、 知的財産権を 順守す る こ と や ク
ラ ブ 制の 有効性を 理解す る よ う に 働き か け 、
正規 の 「 ピ ン クレ ディ ー ビ ジネス」 確 立の 方
向性を 模索して い る 。
さ ら に 、 発展を 続け る 東南ア ジア 市場に も
注目して い る 。 こ れ は 、 近年、 シン ガポ ー ル
や マ レ ー シア に 商標使用料を 回避した （「 ピ
ン クレ ディ ー 」 と い う 商標を 利用しない ） 南
ア フ リ カ産の 「 Cripps Pink」 が 入荷して お
り 、 消費者の 関 心が 高ま っ て い る こ と 受け た
も の で あ る 。 APAL で は 、 マ レ ー シア と シン ガ
ポ ー ル 、 ブ ル ネイ に お け る マ スター ラ イ セン
シー を 選任し、 事業の 本格 化を 目指して い る 。

（ ３ ） 国際ピ ン クレ ディ ー 連盟総会の 分析
IPLA で は 、 毎年、 各国の 現状や プ ロ モ ー シ
ョ ン 方法等を 議 論す る 総会を 開催して い る 。
2010年は 日本（ 長野県） で 開か れ 、 各国協会
関 係者 40 名が 出席した 。 出席者の 内訳は 、
オー ストラ リ ア か ら が 最多の 10 名で 、 南ア
フ リ カ共和国（ 8 名）、 チリ （ 6 名）、 イ ギリ
ス（ 5 名）、 フ ラ ン ス（ 4 名）、 日本（ 2 名）、
ニュ ー ジー ラ ン ド（ 2名）、ウ ル グア イ（ 2名）、
ア ル ゼン チン （ 1 名） と 続く 。 参加者リ スト
で は 日本の 代表者2名が 記 載さ れ て い る の み
で あ る が 、開催国で も あ っ た た め 、総会に は 、
そ の 他に も 日本ピ ン クレ ディ ー 協会会員 （ 生

産者・ 種苗業者）、 農協関 係者、 研究 者など
10数名が オブ ザー バ ー と して 参加した 。
こ こ で は 数日間 、 会員 が 行動を 共に し、 ミ
ー ティ ン グの ほ か 、 リ ン ゴ園 の 視察や 開催国
の 文化に 触れ る 機 会など が 用意 さ れ て お り 、
親睦や 交流を 深め た 。 会議 の 中で は 、 権利侵
害へ の 対応に つ い て も 話し合わ れ 、 そ の 現状
や 対抗措置に つ い て も 報告さ れ て い た 。
なお 、『 平成 20 年度 農林水産貿易 円 滑化
推進事業輸出戦略調査報告書（ ピ ン クレ ディ
ー ）』 に よ る と 、 ヨ ー ロ ッパ で は 、 2000 年よ
り 苗木の 販売と 植え 付け を 制限し、 生産量の
抑制を 図っ て い る 。 1990年代末の 生産の ピ ー
ク時に は 年600ha も の 新植が 行わ れ た が 、 現
在は 年200ha に 減少して お り 、 そ の う ち の 多
く は 古い 樹の 改植で あ る 。 こ れ は 、 生産過剰
に 陥 る こ と なく 、 市場価格 を 維 持す る た め の
方策で あ る 。 日本で は 「 ピ ン クレ ディ ー 」 の
栽培の 許可を 得て か ら 、 ま だ 日が 浅く 、 会員
数や 栽培面積の 増加、 ブ ラ ン ドイ メ ー ジの 確
立、 販売先の 確 保等が 課題と さ れ て い る の に
対し、「 ピ ン クレ ディ ー 」 の 認知度や 普及 度
の 高い ヨ ー ロ ッパ なら で は の 対応と も い え
る 。

（ ４） クラ ブ 制の 拡大
現在、 クラ ブ 制の 先駆 的存在で あ る 「 ピ ン
クレ ディ ー 」 の 仕組みを 模した リ ン ゴブ ラ ン
ドは 、 ヨ ー ロ ッパ や 北ア メ リ カ， オセア ニア
を 中心に 20 を 超え て 存在して お り 、 クラ ブ
制の 影 響力の 大き さ を 物語っ て い る 。
黄ほ か （ 2012） を 参考に す る と 、 ピ ン クレ
ディ ー と 並ぶ クラ ブ 制の リ ン ゴブ ラ ン ド
「 JAZZ（ ジャ ズ）」（ 品種名： Scifresh） で は 、
商標権お よ び 育 成者権を 管 理す る ENZA（ ニュ
ー ジー ラ ン ドの ENZA International社） が 、
南半球 に お け る 生産許可を 慎重に 行っ て お
り 、 オー ストラ リ ア で 栽培さ れ た ジャ ズに 対
して は 、 同国内で しか 販売で き ない など の 制
約を 課して い る と い う 。 す なわ ち 、 欧米市場
に 代表さ れ る 北半球 へ の 輸出は あ く ま で も
権利の 大元で あ る ニュ ー ジー ラ ン ドで 産出
さ れ た ジャ ズが 中核 を 担う よ う な厳格 な仕
組み作り を 行っ て い る の で あ る 。 ま た 品質規
格 に 不合格 で あ っ た も の は 加工に 回さ れ 、 生
食と して 市場に 出回ら ない よ う な配慮も な
さ れ て い る と い う 。 生産販売に ど こ ま で 関 与
す る の か 程度の 差は あ れ 、 クラ ブ 制の 世界的
な普及 は 、 農産物品種お よ び 商標の 開発・ 管
理は も ち ろ ん の こ と 、 生産・ 販売・ 流通を 統
括 す る 知的財産権の 活用システム が 、 関 係者
の 利益 を 担保す る た め の 有効なツー ル と し
て 強く 認識さ れ て い る こ と を 示して い る 。

文献
黄 孝春・ 山野 豊・ 王 建軍2012． 知的
財産権を ベ ー スに した り ん ご の 生産販
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（ ５） ま と め ― 日本へ の 応用可能性―
こ れ ま で みて き た よ う に 、 クラ ブ 制に お い
て は 、 限ら れ た 関 係者で 利益 を 享受す る た め
の 仕組み作り と して の 数量・ 価格 の コン トロ
ー ル や 関 係者の 結束の 強化、 権利侵害へ の 対
応と い っ た 方法が 戦略上、 重要視さ れ て い る 。
翻っ て 、 日本で は 2011年に 23名だ っ た 会
員 数は 、 2012年に 8名が 新た に 苗木を 新植す
る こ と を 決め た た め 、 31名と なっ て い る 。 こ
れ に 試験栽培者（ 13名） を 合わ せ る と 、 現在
44 名が 「 ピ ン クレ ディ ー 」 を 栽培して い る 。
2006年に 9名の 生産者と 1名の 苗木業者か ら
始ま っ た こ と を 考え る と 、 徐々 に 会員 数と 新
植本数を 増や して き た と い え る 。 と は い え 、
日本で の 活動は 、 ま だ 途に つ い た ば か り で あ
り 、 現在の 会員 を 中心に 知名度の 確 立や 情報
発信を 行い なが ら 、 そ の 可能性を 模索して い
く 段階に あ る の が 実情で あ る 。 こ の た め 、 し
ば ら く は 前述の よ う な国際的なピ ン クレ デ
ィ ー の 販売・ 流通戦略と い っ た 視点と は 別の
観 点か ら 見守っ て い く 必要が あ ろ う 。
た だ し、 将来的に は 、 日本の 生産者（ 農業
団体） や 農業試験場等が 知的財産権を 有す る
農産物の 商標（ 農産物ブ ラ ン ド） を 海外に 普
及 さ せ る こ と で 国内に 利益 が 還 元さ れ る よ
う な仕組みを 構築す る こ と も 、 高度か つ 多様
な技術力や 長年培っ て き た 生産者の 知恵を
活か した 日本の 農業・ 産地振興を 考え る 場合
に は 強みに なっ て く る と い え る 。 そ の 際、 日
本ピ ン クレ ディ ー 協会の 存在は も と よ り 、
IPLA や APAL に みら れ た 市場拡大の 戦略や そ
の プ ロ セスは 、 日本の 農産物の 知的財産権の
強化と 農業振興を 考え る 上で の 先駆 的な取
り 組みと して 大き な意 味を も つ こ と に なる
と い え よ う 。
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